
人手不足にお悩みの事業主の皆さまへ

賃上げの原資確保のために

適正な価格転嫁を促進するため、「労務費の適切な転嫁のた

めの価格交渉に関する指針」、価格交渉支援ツール、相談窓口

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、生産

性向上に資する設備投資等を行った中小企業に費用を助成。

業務改善助成金

キャリアアップ助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小

企業事業主に、設備投資等を行い、成果を上げた場合に費用を

助成。

働き方改革推進支援助成金

業訓練等を実施した場合等に訓練経費や訓練期間

中の賃金の一部等を助成。訓練終了後、訓練受講者

の賃上げを行った場合は加算あり。

人材開発支援助成金

雇用関係助成金

取組内容や対象者から探す場合 →

年収130万円の壁対策として、短時間労働者を新たに社会保

キャリアアップ助成金

非正規労働者の基本給の賃金規定等を3％以上増額改定し、

その規定を適用した場合に助成。

その他の支援策はこちら →

年収の壁突破・総合相談窓口

TEL：0120-030-045

受付時間 平日 8:30～18:15

(土日・祝日・年末年始(12/29～1/3)を除く)

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等（賃金規定制

人材確保等支援助成金

人材確保の鍵は「働きやすい職場づくり」

その他の支援策

業務改善助成金コールセンター
TEL：0120-366-440
受付時間 平日 9:00～17:00

(香川県HP)

(厚生労働省HP)

(厚生労働省HP)

(厚生労働省HP)
(厚生労働省HP)

(厚生労働省HP)

(厚生労働省HP)
(厚生労働省HP)

（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

(厚生労働省HP)

(厚生労働省HP)

(短時間労働者労働時間延長支援コース) (フリーダイヤル・無料)

（賃金規定等改定コース）

賃金引上げ、年収の壁への対応、多様で柔軟な働き方の実現を
支援する各種施策をご案内します

１ 賃金の引上げに向けた支援

２ 年収の壁を意識せずに働ける環境づくりのための支援策

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職

度、諸手当等制度、人事評価制度、職場活性化制度、

健康づくり制度）の導入や雇用環境の整備（従業員

の作業負担を軽減する機器等の導入）により、離職

率低下を実現した事業主に対して助成。

講習動画、パートナーシップ構築宣言など、様々な

情報へのリンクを掲載しています。

険に加入させるとともに、収入増加の取組を行った

場合に助成。

１

(R080825作成)

※香川県による上乗せ補助があります！
（かがわ賃上げ環境整備応援補助金）

(香川県HP)



若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況等が優

良な中小企業のうち、一定の要件を満たした場合に認定す

る制度です。

１ 出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金）

２ 介護離職防止支援コース

３ 育児休業等支援コース

６ 不妊治療及び女性の健康課題対応両立支援コース

４ 育休中等業務代替支援コース

５ 柔軟な働き方選択制度等支援コース

両立支援等助成金

行動計画を策定し、一定の要件を満たした事業主を子育てサ

ポート企業として認定する制度です。認定を受けた中小事業

主に対して支給される助成金もあります。令和4年4月から

は、不妊治療等と仕事との両立に取り組む企業を認定する

「プラス」認定制度も始まりました。

行動計画の策定・届出を行った事業主のうち、女性の活躍推

進に関する状況が優良である等の一定の要件を満たした場

合に認定します。令和８年４月からは、女性の健康支援に取り

組む企業を認定する「プラス」認定制度も始まりました。

障害者の雇用の促進や安定に関する取り組み等が優良な中

小企業のうち、一定の要件を満たした場合に認定する制度

です。

これらの認定企業になると、商品等に認定マークを表示でき、ハローワークにおいて重点的にPRを行えます。

女性活躍推進法の改正により、常時雇用する労働者数101人以上の事業主に男女間賃金差異及び女性管理職

比率の情報公表が義務付けられました（令和８年４月１日～）。

「共育トモイクプロジェクト」では、共働き・共育ての推進のため、「職場」や「家庭」におけるいわゆる“ワンオペ”

の実態を変え、男女ともに誰もが希望に応じて仕事と家事・育児を両立し、「共に育てる」に取り組める社会を

目指します。

トモイクプロジェクトについて

厚生労働省認定マークを取得、企業PRすることにより、優秀な人材を確保しましょう

女性活躍推進法の改正

男性の育児休業取得促進

仕事と介護の両立支援

円滑な育児休業取得支援

業務代替者への手当支給

育児期の柔軟な働き方整備

仕事と不妊治療等の両立支援

「仕事と介護を両立できる職
場環境」の整備促進のための

シンボルマーク
「トモニン」

(厚生労働省HP)

(厚生労働省HP)

(厚生労働省HP)

もにす認定

くるみん認定 えるぼし認定

ユースエール認定

(厚生労働省HP) (厚生労働省HP)

(厚生労働省HP)(厚生労働省HP)

３ 多様な働き方の実現に向けた環境整備

また、プラチナえるぼしの認定要件に求職者等セクハラ防止措置の内容の公表が追加されます

（令和８年10月１日～）。

企業が主体となって実施する両親学級の企画から開催後までのフォローを行っているほか、共育プロジェクト

公式サイトにて研修資料を公開していますのでご活用ください。

←

←

←

←

←

←

２



カスタマーハラスメント及び求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策

職場のハラスメントに関する情報・資料は、
「あかるい職場応援団」に掲載されていま
すので参考にしてください。

同一労働同一賃金を進め、働きがいのある職場づくりを行いましょう

令和８年10月１日から、改正された同一労働同一賃金ガイドライン等が施行・適用されます。

多様な正社員制度・勤務間インターバル

「多様な正社員制度（職務、勤務地、労働時間を限定した働き

方）」、「勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻の

間に一定時間以上の休息時間（インターバル時間）を確保する仕

組み）」を導入し、働き方改革を推進しましょう。

令和８年１０月１日より、カスタマーハラスメント対策（改正労働施策総合推進法）及び、求職者等に対するセク

シュアルハラスメント対策（改正男女雇用機会均等法）が、事業主に対する雇用管理上の措置義務となります。

(同一労働同一
賃金特集ページ)パートタイム・有期雇用労働法

キャラクター
「パゆう」ちゃん

リーフレットはコチラ （詳細版） （簡易版）

(香川労働局HP)

（厚生労働省HP）

(あかるい
職場応援団HP)

研修動画も閲覧できます！

ハラスメント防止ポスターの
ひな型はコチラ

(働き方･休み方改善
ポータルサイト)

キャリアアップ助成金

有期雇用労働者等を正社員化した場合に助成。 短時間正社員の新たな雇用等、誰もが働きやすい職場環境づく

りのための取り組みに必要な経費の一部を助成。

誰もが働きやすい職場環境づくり助成金

(香川県庁HP)

(厚生労働省HP)

（正社員化コース）

正社員とパート・有期雇用労働者、派遣労働者との間の不合理な待遇差を解消することで魅力のある・働き

がいのある職場づくりを行いましょう。同一労働同一賃金特集ページに、不合理な待遇差の有無を点検する

ための支援ツールやガイドラインが掲載されていますのでご活用ください。

（2026.10.30までの募集）

（厚生労働省HP） （厚生労働省HP）

３

あかるい職場応援団

働き方・休み方改善ポータルサイト

このサイトは企業の皆様が自社の社員の働

き方・休み方の見直しや改善に役立つ情報を

提供しています。

年次有給休暇取得
促進特設サイト

(年次有給休暇取得
促進特設サイト)



テレワークを推進しましょう

他の事業主に長時間労働を生じさせないよう配慮しましょう

使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して働く

ことができる良質なテレワークを推進するため、テレ

ワークの導入と実施に当たり、労務管理を中心に労使双

方にとって留意すべき点、望ましい取り組みがガイドラ

インにまとめられていますので、ご活用ください。

テレワーク制度を導入・実施し、人材確保や雇

用管理改善等の効果をあげた場合に対象経費

の一部を助成。

人材確保等支援助成金

香川働き方改革推進支援センター

働き方改革を推進する事業者を支援するために、「働き方改革」に関する一般的な相談や技術的な助言・提案

について専門家（中小企業診断士・社会保険労務士など）が無料で相談対応しています。

無期転換ルールをご存知ですか？

無期転換ルールとは、同一の事業主との間で、有期労働契約が５年を超えて更新された場合、労働者からの申

込みにより、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換されるルールのことです。

2024年４月から有期契約労働者に対する明示事項が追加されています。

一般市民の方も、働く人のため、

仕事を「妨げない」「増やさない」「勤務時間外にさせない」

－「３つのしない配慮」をお願いします。

アクション例はコチラ →

事業者は、2019年4月から、取引先の事業者などに長時間労働を生じさせないよう取引上配慮に努めることが義務付け

られています。

エッセンシャルワーカーも健康を守るため、他の職業に続いて残業規制が始まりました。

顧客の意向に関わらず、上限時間を超えて荷物の配送や建設業務はできません。

ドライバー建設業 医師

（テレワークコース）

(厚生労働省HP)

(テレワーク総合
ポータルサイト)

(厚生労働省HP)

著しく短い期限
発注内容の頻繁な変更

長時間の荷待ち

荷物の再配達
救急外来のコンビニ受診

(香川労働局HP)

(香川働き方改革
推進支援センターHP)

香川労働局公式
キャラクター
「オリビィ」

４ お問い合わせ先

４

テレワーク総合ポータルサイト

相談内容 部署 電話番号 所在地 開庁日・時間

法律

･女性活躍推進法
･男女雇用機会均等法
･育児･介護休業法
･パートタイム･有期雇用労働法
･次世代育成支援対策推進法

雇用環境・均等室 087-811-8924

〒760-0019
高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎
北館2階

平日 8:30～17:15
※土日祝日及び年末年始を除く

助成金

･両立支援等助成金
･働き方改革推進支援助成金
･業務改善助成金
･人材確保等支援助成金
(テレワークのみ) 助成金センター 087-823-0505

〒760-0019
高松市サンポート2-1
高松シンボルタワー
タワー棟12階

平日 9:00～17:00
※土日祝日及び年末年始を除く

上記以外
平日 8:30～17:15
※土日祝日及び年末年始を除く



取引先の事業者等に長時間労働を生じさせていませんか？
～残業の多い建設業・ドライバー・医師も残業規制が始まりました～

事業主の皆さまへ

事業主は、取引先事業主などに長時間労働を生じさせないよう取引上配慮に努
めることが義務付けられています。また、全ての事業主は、労働基準法に基づく
時間外労働の上限時間を超えて労働者に仕事をさせることができません。
長時間労働につながる取引慣行があれば、見直しましょう。

事業主の皆様は、他の事業主との取引を行うに当たって、次のような取組が
行われるよう企業内に周知しましょう。
①週末発注・週初納入、終業後発注・翌朝納入等の短納期発注を抑制し、
納期の適正化を図ること

②発注内容の頻繁な変更を抑制すること
③発注の平準化、発注内容の明確化その他の発注方法の改善を図ること

（労働時間等見直しガイドライン（平成20年厚生労働省告示第108号）２（４））

他の事業主との取引において、
長時間労働につながる短納期発注や発注内容の頻繁な変更を行わない

よう配慮する必要があります。
（労働時間等設定改善法（平成４年法律第90号）第２条第４項）

さらに 2024年4月からは･･･
残業が多い建設業、自動車運転者、医師についても、働く人の命と

健康を守るため、５年間の猶予を経て、2024年４月から、時間外労働
の上限規制が始まりました。
取引先が長時間労働に至らないよう準備はできていますか？

裏面へ

21.2%

12.6%

6.5%

4.9%

0% 10% 20% 30%

運輸業，郵便業
宿泊業，飲食サービス業

建設業
全産業平均

図２ 過労死等認定事案の発生頻度図１ 過労死を発生しかねないペースで働く人の割合

22.46 

7.16 

5.76 

3.55 

0 10 20 30
（人/百万人）

病院・常勤勤務医
運輸業，郵便業

建設業
全産業平均

※運輸業，郵便業、建設業、全産業平均については、月末 １週間の就業時間が60時間
以上の雇用者の割合（総務省「労働力調査」（2023年）から香川労働局作成）
※病院・常勤勤務医については、週労働時間が60時間時間以上の割合（「医師の勤務環
境把握に関する研究（令和４年度厚生労働科学研究）から）

※雇用者数100万人当たりの脳・心臓疾患の労災認定件数（上位3業種）（農
林業等除く）

※厚生労働省「令和５年度『過労死等の労災補償状況』」の令和５年度件数
を、総務省「労働力調査」の2023年平均値で除したもの（香川労働局作成）

長 時 間 労 働 の 解 消 が 急 務 で す （ 長 時 間 労 働 は 健 康 障 害 を 招 き ま す ）

※本資料の利用は、香川労働局ホームページ利用規約に準じます https://jsite.mhlw.go.jp/kagawa-roudoukyoku/copyright.html
（どなたでも所定のルールに従って複製等、自由に利用できます。商用利用も可能です。）

※本資料のイラストは、厚生労働省資料又はフリー素材から （2024.3作成, 2024.9更新）

https://jsite.mhlw.go.jp/kagawa-roudoukyoku/copyright.html


☑ 次を含む必要な事項について、自社の各関係部署等に周知しましょう
(1) 改正労働基準法に基づく時間外労働の上限規制等の内容
(2) 改正貨物自動車運送事業法等の内容（違反原因行為が疑われる荷主に対す
る国土交通大臣による働きかけ、要請、勧告・公表の仕組み 等）
(3) 改正建設業法の内容（著しく短い工期で建設工事を契約した発注者に対す
る国土交通大臣等による勧告・公表の仕組み 等）

自社の労働者が休暇取得しやすい環境を整えましょう

社内の関係部署に必要な周知を行いましょう

経営トップの方針表明や体制整備を行いましょう
☑ いわゆる「2024年問題」への対応について、経営トップが法改正の概要を認識
の上、自社との関係性や準備の進捗状況に応じて、経営方針やヒト・モノ・カ
ネ・情報等の体制が適切か否か確認し、必要があれば見直しを行いましょう。

☑ 様々な業種で働く人が残業を避けられるよう、自ら雇用する労働者の年次有給休暇
など休暇取得を促進しましょう（年休取得の拒否は違法です）
※医療機関での受診や家族の病状説明聴取、近隣工事の説明聴取、学校の教師との面談などを予定する
際に、相手側への時間的配慮が長時間労働の削減につながります

農林水産業、製造業、卸・小売業、建設業など、トラックドライバーの長時
間労働に大きな影響を及ぼす事業場※にあっては、荷主による率先した取組が必
要であるため、次のような具体的取組を実施しましょう。
☑ 関係ガイドライン、トラック運転者の長時間労働削減の荷主企業としての取
組事例、「独占禁止法」の物流特殊規定に係る内容の社内関係部署への周知

☑ 元請事業主（運送業者）に提案を求め、運送業者と協働して対策を検討・
実施するなど、具体的な対策を講じること。
※ 発荷主と着荷主はもとより、建設業における元請事業者等の関係者を含む。

はたらきかたススメ！
（すべての一般市民・事業主の皆様へ）
https://jsite.mhlw.go.jp/kagawa-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/_112501_00013.html

関係ガイドラインや取組事例など
詳細情報はこちら

労使団体トップや香川県
知事らが働く人に過度な
負担を生まないアクショ
ンを県内で進めることを
共同宣言しました

各事業者は、取引先等のこれら業種の長時間労働防止について、自社が準備で
きているか改めて次のポイントを確認ください。
※例えば運送契約に基づく荷の配送や建設工事請負契約に基づく工期といった民事契約
の内容を履行するために必要であっても、運送事業者や建設事業者がその労働者に法律
に基づく上限時間を超えて労働させることはできません。

香川労働局HP

残業の多い建設業、ドライバー、医師も残業規制が始まりました

具体的な対策に取り組みましょう

対応のポイント１

対応のポイント２

対応のポイント３

対応のポイント４

（2023年10月撮影）

https://jsite.mhlw.go.jp/kagawa-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/_112501_00013.html


 

  

１．賃金引き上げに関する支援 

①業務改善助成金  ②キャリアアップ助成金 
問い合わせ先 
・業務改善助成金コールセンター 

0120-366-440（平日 9:00～17:00） 
・都道府県労働局雇用環境・均等部（室） 

 問い合わせ先 
・都道府県労働局又はハローワーク 

 

事業場内で最も低い時間給（事業場内最低賃金）を一定額以
上引き上げ、生産性向上に資する設備投資等（機械設備の導入
や国家資格者によるコンサルティング）を行う中小企業・小規
模事業者に、その設備投資等に要した費用の一部を助成する
制度です。一定の要件を満たすと、助成上限額・助成対象経費
の特例的な拡充が受けられます。 

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわ
ゆる非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを促進す
るため、正社員転換、賃金引き上げ等の処遇改善の取組を実
施した事業主に対して助成します。なお、キャリアアップ助
成金については、徹底が求められている同一労働同一賃金に
取り組む際やいわゆる「年収の壁」を意識した働き方への対
応に取り組む際にも活用することができます。 

 

③企業活力強化貸付（働き方改革推進支援資金）  ④賃上げ貸付利率特例制度 
問い合わせ先 
・日本政策金融公庫 0120-154-505 

 問い合わせ先 
・日本政策金融公庫 0120-154-505  
・沖縄振興開発金融公庫 0120-981-827 

 

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引き上げに
取り組む中小企業・小規模事業者が必要とする設備資金や運
転資金を特別利率で支援します。 
（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。 

 

 公庫の融資を受ける際、従業員の賃上げに取り組む中小企業・
小規模事業者に対して、融資後 2年間、利率を 0.5％ 
控除します。  
（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。 
 
 

２．生産性向上に関する支援 

⑤固定資産税の特例措置  ⑥中小企業等経営強化法（経営力向上計画） 
問い合わせ先 
＜先端設備等導入計画の作成等について＞ 
・先端設備等の導入先の市区町村 
＜税制について＞ 

 問い合わせ先 
・中小企業税制サポートセンター 

03-6281-9821 
(平日 9：30～12：00、13：00～17：00) 

 

・中小企業税制サポートセンター 
03-6281-9821(平日 9:30～12:00、13:00～17:00) 

 

中小企業等経営強化法に基づき、市町村から認定を受けた
「先端設備等導入計画」に基づき取得した設備に対して、地方
税法において償却資産に係る固定資産税の特例措置を講じる
ことで、設備投資による生産性向上や賃上げに取り組む事業
者を後押しします。 

 

中小企業・小規模事業者等による経営力向上に関する取組
を支援します。事業者は事業分野指針等に沿って「経営力向上
計画」を作成し、国の認定を受けることができます。認定され
た事業者は、税制や金融支援等の措置を受けることができま
す。 

⑦中小企業成長加速化補助金 

問い合わせ先  
・中小企業成長加速化補助金事務局 0570-07-4153、03-4446-4307(IP電話等からのお問い合わせ) 
 賃上げへの貢献、輸出による外需獲得、域内の仕入による地域経済への波及効果が大きい売上高 100億円超を 
目指して行う大胆な投資を支援します。 

最低賃金・賃金引き上げに向けた 
中小企業・小規模事業者への支援施策 



⑧中小企業経営強化税制  ⑨中小企業省力化投資補助金 
問い合わせ先 
・中小企業税制サポートセンター 

03-6281-9821 
（平日 9:30～12:00、13:00～17:00） 

 問い合わせ先 
・中小企業省力化投資補助事業コールセンター 

0570-099-660（9:30～17:30／月曜～金曜
（土・日・祝日除く）） 

中小企業等経営強化法に基づいて、経営力向上計画を作成
し、主務大臣の認定を受け、計画に記載されている一定の設備
を新規取得等して指定事業の用に供した場合、即時償却また
は取得価額の 10%（資本金 3,000万円超１億円以下の法人は
７%）の税額控除を選択適用することができます。 

 

人手不足に悩む中小企業等に対して、カタログから選ぶよ
うに簡易で即効性ある省力化投資を支援する「カタログ注文
型」と、事業内容に合わせて多様な設備やシステムが導入でき
る「一般型」により、省力化投資を後押しします。 

 

⑩ものづくり・商業・サービス生産性向
上促進補助金  ⑪デジタル化・AI導入補助金 

問い合わせ先 
・ものづくり補助金事務局サポートセンター 

050-3821-7013（10:00～17:00 土日祝日
及び 12/29～1/3を除く） 

 問い合わせ先 
・サービス等生産性向上 IT導入支援事業事務局 

0570－666－376 

 

中小企業・小規模事業者等の生産性向上に資する革新的な
新製品・新サービスの開発や、海外需要開拓等を行う事業のた
めに必要な設備投資・システム構築等を支援します。 

 

中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的とし
て、業務効率化や DX 等に向けた AI を含む IT ツール（ソフ
トウェア、サービス等）の導入を支援します。 

⑫中小企業新事業進出促進補助金  ⑬事業承継・M&A補助金 
問い合わせ先（補助金事務局）
・新事業進出補助金事務局 
（コールバック予約システム）： 
https://shinjigyou.resv.jp/  

 問い合わせ先（補助金事務局） 
・専門家活用枠/廃業・再チャレンジ枠 

050-3145-3812 
・事業承継促進枠 050-3192-6274 
・PMI推進枠 050-3192-6228 

 

既存の事業とは異なる、新市場・高付加価値事業への進出に
かかる設備投資等を支援します。 

事業承継前の設備投資等にかかる取組、M&A時の仲介・フ
ィナンシャルアドバイザー等の専門家の活用、M&A後の PMI
にかかる専門家の活用や設備投資の取り組み、再チャレンジ
を伴う廃業に係る取組等を支援します。 

 

⑭小規模事業者持続化補助金  ⑮省エネルギー投資促進・需要構造転換 
支援事業費補助金 

問い合わせ先 
＜商工会の管轄地域で事業を営む方＞ 
・商工会地区事務局 問合せ先は URL参照 

https://www.jizokukanb.com/jizokuka̲r
6h/ 
＜商工会議所の管轄地域で事業を営む方＞ 
・商工会議所地区事務局 03－6634－9307 
  https://r6.jizokukahojokin.info/ 

 問い合わせ先（補助金事務局） 
・一般社団法人環境共創イニシアチブ 
・（Ⅰ）工場・事業場型 
（先進枠） 03-5565-3840  
（一般枠/中小企業投資促進枠） 03-5565-4463 
（サプライチェーン連携枠）   03-5565-4463 
・（Ⅱ）電化・脱炭素燃転型    03-5565-3840 
・（Ⅲ）GX設備単位型/設備単位型 
   ナビダイヤル 0570-01-5116 
   ＩＰ電話   042-303-0855 
・（Ⅳ）エネルギー需要最適化型 03-5565-4773 

小規模事業者が経営計画を作成し、その計画に沿って行う
販路開拓等の取組を支援します。 

省エネ設備や電化・脱炭素目的の燃料転換を伴う設備等の
更新を支援します。 

  

商工会地区 

商工会議所 
地区 

工場・事業型 

設備単位型 



３．取引の改善・新たな取引先の開拓に関する支援 

⑯受託適正取引等の推進のためのガイ
ドライン  ⑰パートナーシップ構築宣言 

問い合わせ先 
・中小企業庁取引課 03-3501-1669 

  問い合わせ先 
＜「宣言」の内容について＞ 
・中小企業庁取引課 03-3501-1669 
＜「宣言」の提出・掲載について＞ 
（公財）全国中小企業振興機関協会 

03-6228-3802 

 

委託事業者と中小受託事業者との望ましい取引関係を構築
するために、業種別の受託適正取引等の推進のためのガイド
ライン（取引適正化ガイドライン）を策定しています。 

受託中小企業振興法における「振興基準」を遵守することを
明記し宣言することで、発注者側による受注者側への「取引条
件のしわ寄せ」防止を促し、取引の適正化を後押ししていま
す。また、宣言した企業の取り組みを「見える化」するため、
「宣言」をポータルサイトに掲載しています。 

 

⑱労務費の適切な転嫁のための価格交
渉に関する指針  ⑲官公需法に基づく「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」 

問い合わせ先 
・公正取引委員会事務総局経済取引局取引部  
企業取引課 優越的地位濫用未然防止対策調
査室 03-3581-3378 

 問い合わせ先 
・中小企業庁取引課 03-3501-1669 

  

労務費の上昇を取引価格に適切に転嫁し、中小企業が賃上
げの原資を確保できるようにするため、発注差・受注者がとる
べき行動指針・取組事例をまとめています。 

「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」において、最
低賃金額の改定に伴う契約金額の見直しについて定めていま
す。 

 

⑳官公需情報ポータルサイト 
問い合わせ先 ・中小企業庁取引課 03-3501-1669  
国や独立行政法人、都道府県、市町村等がホームページ上に掲載している入札情報を収集し、掲載しています。  

 
 
 
４．資金繰りに関する支援 

㉑セーフティネット貸付 
（経営環境変化対応資金）  ㉒小規模事業者経営改善資金融資制度 

（マル経融資） 
問い合わせ先 
・日本政策金融公庫 0120-154-505 
・沖縄振興開発金融公庫 0120-981-827 

 問い合わせ先 
・事業所の所在する地区の商工会・商工会議所 
・日本政策金融公庫（沖縄振興開発金融公庫）
の本支店 

 

一時的に売上減少等業況が悪化しているものの、中長期的
には回復が見込まれる中小企業・小規模事業者であればご利
用いただくことが可能です。 
（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。 

小規模事業者に対して、経営改善のための資金を無担保・無
保証人・低金利で融資します。 
（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。 

  



５．その他、雇用（人材育成）に関する支援 

㉓地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）  ㉔人材確保等支援助成金 
問い合わせ先 
・都道府県労働局又はハローワーク 

 問い合わせ先 
・都道府県労働局又はハローワーク 

 

雇用情勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備し、
その地域に居住する求職者等を雇い入れた事業主に助成しま
す。 

事業主や事業協同組合等が、魅力ある職場づくりのために、
労働環境の向上等の取り組みにより従業員の職場定着の促進
等を図った場合に助成します。 
雇用管理制度・雇用環境整備助成コース：３％、５％又は

７％以上の賃上げを行った場合は支給額が加算されます。 
テレワークコース：５％以上の賃上げを行った場合は支給

額が加算されます。 
 

㉕人材開発支援助成金 ㉖建設事業主等に対する助成金 

問い合わせ先 
・都道府県労働局又はハローワーク 

 問い合わせ先 
・都道府県労働局又はハローワーク 

 

従業員に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教育
訓練休暇等制度を導入し、その制度を従業員に適用した場合
に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部などを助成します。 

 

中小建設事業主等が建設労働者の雇用の改善、技能の向上等の
取組を行う場合に、人材開発支援助成金、人材確保等支援助成金、
トライアル雇用助成金の一部コースで助成を行います。 

㉗早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース） 

問い合わせ先 
・都道府県労働局又はハローワーク 

雇入れ支援コース：事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を早期に無期雇用で雇い入れ、 
雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。 

中途採用拡大コース：中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用率を一定以上拡大させ、雇い入れた 
中途採用者について、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。 

 

㉘産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース） ㉙働き方改革推進支援助成金 
問い合わせ先 
・都道府県労働局又はハローワーク 

 問い合わせ先 
・都道府県労働局雇用環境・均等部（室） 

  

在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃
金を復帰前と比較し５％以上増加させた場合に、出向元・出向
先双方の事業主に対して助成（上限額 8,870円／１人１日あ
たり（１事業主あたり 1,000万円））します。 

労働時間の削減等に向けた環境整備を目的として、外部専
門家によるコンサルティングや労務管理用機器等の導入等を
実施した場合にコースに応じた上限額を助成します。賃金や
割増賃金率を引き上げた場合に、要件に応じた助成上限額の
加算制度もあります。  
（※）令和８年度の交付申請期限は 11月 30日（月）です。 

中途採用拡大 
コース 

雇入れ支援 
コース 



（R8.4） 

６．相談窓口 

㉚よろず支援拠点  ㉛取引かけこみ寺 
問い合わせ先 
・各都道府県のよろず支援拠点 

 問い合わせ先 
・（公財）全国中小企業振興機関協会 
・各都道府県の取引かけこみ寺  

0120-418-618 

 

中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題に無料
で相談対応するワンストップ窓口として、各都道府県に「よろ
ず支援拠点」を設置しています。 

 

中小企業・小規模事業者の皆さんが抱える取引上の悩み相
談を受け付けております。問題解決に向けて、相談員や弁護士
がアドバイスを行います。 

㉜働き方改革推進支援センター  ㉝中小企業向け補助金・総合支援サイト「ミラサポ plus」 
問い合わせ先 
・全国の働き方改革推進支援センター 

 問い合わせ先（無料会員登録やログイン方法） 
・ミラサポ plus運営事務局 

initialization@support.mirasapo-plus.go.jp 
※補助金等のご質問は、本サイトに掲載の各補
助金事務局にお問い合わせ下さい。 

全国 47都道府県に設置されている「働き方改革推進支援セ
ンター」では、中小企業・小規模事業者等の皆さまの働き方改
革の取組を支援することを目的として、労務管理等の専門家
が無料で、時間外労働の上限規制や同一労働同一賃金、賃金引
き上げ、その他働き方改革を広く支援する取組に関する相談
対応やコンサルティング、セミナー等を実施しています。ぜひ
お気軽にご相談ください。 

中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な支援
施策（制度）をより「使ってもらう」ことを目指した中小企業・
小規模事業者向け補助金・総合支援サイトです。支援制度等の
活用事例を簡単に検索でき、電子申請までサポートします。 
令和 7年 10月、賃上げ・最低賃金特設ページを設置し、人

件費計算シミュレーション機能などを追加しました。賃上げ
や最低賃金の対応に役立つ情報を多数まとめています。 

  

厚生労働省では、事業主の皆さまの賃上げを支援しています 

労働市場全体の「賃上げ」に向けた賃上げ支援助成金パッケージ、 
賃上げに役立つ情報をまとめた「賃金引き上げ特設ページ」、 
各都道府県労働局（労働基準監督署、公共職業安定所）所在地一覧 
はこちら 

 

経済産業省では、各支援機関での伴走支援の強化を行っています 

最低賃金、賃上げ等に関するご相談はお近くの支援機関（商工会・商工会議所、よろず支援拠点、 
認定経営革新等支援機関、中小企業活性化協議会、事業承継・引継ぎセンター等）まで 
※各支援機関の連絡先は賃上げ・最低賃金対応支援特設サイトから 

 

買いたたきなどの違反行為をしていると疑われる 
委託事業者に関する情報を広く受け付けています 

お近くの労働基準監督署においても情報を受け付けています。 
※都道府県労働局所在地一覧参照 

賃上げ支援 
助成金パッケージ 

都道府県労働局 
所在地一覧 

賃金引き上げ 
特設ページ 

情報提供フォームはこちら 



助成金と補助金を組み合わせてご利用いただくことも可能です。

賃金引き上げに向けて、是非ご利用ください。
※同一の補助対象（設備等）に対する重複利用は不可

最低賃金引き上げを受けて賃上げに取り組む皆様へ

（令和８年4月時点版）

最低賃金引き上げに伴う
支援・後押しを強化しています

厚生労働省、中小企業庁では、

※本紙は最低賃金引き上げの影響を受けた事業者様向けに厚生労働省の支援策と経済産業省・中小企業庁の補助事業、賃上げ

を後押しするその他施策をご紹介するものです。具体的な情報についてはホームページ等でご確認ください。

業務改善助成金

事業場内で最も低い時間給を一定額以上引き上げ、生産性向上等に資する設備投資等を行った

場合に、設備投資等にかかった費用の一部が助成されます。

キャリアアップ助成金

賃金規定等を改定し、非正規雇用労働者の基本給を３％以上賃上げする場合に、キャリアアップ

助成金の「賃金規定等改定コース」が利用できます。

※最低賃金の改定に伴う賃金規定等の改定をした場合も対象になります。

デジタル化・AI導入補助金
ものづくり補助金
省力化投資補助金（一般型 ）

最低賃金近傍で働く雇用者を多く抱える事業者の皆様には、補助率を２／３に引き上げ、優先的

に採択します。

※一定の賃上げを実施した事業者の皆様も優先的に採択します。

特設サイト
はこちらから

厚生労働省

賃金引き上げ特設ページ

中小企業庁

ミラサポplus



有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の正社

員転換、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成します。

キャリアアップ助成金

〈対象となる方〉

雇用保険適用事業所ごとに「キャリアアップ計

画」を作成し、その計画に基づき、右の❶～❻

までのいずれかを実施した事業主。

〈支援内容〉 ※賃金規定等改定コースの場合

有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定

等を3%以上増額改定し、その規定を適用した

事業主に対して、右記の額の助成を行います。

問合先 都道府県労働局

❶正社員化コース

❷障害者正社員化コース

❸賃金規定等改定コース

❹賃金規定等共通化コース

❺賞与・退職金制度導入コース

❻短時間労働者労働時間延長支援コース

詳しくはこちら

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、設備投資等を行った中小企

業・小規模事業者に、その費用の一部を助成する制度です。

〈補助上限〉30万円～600万円 〈助成率〉3／4 ～ 4／5

〈助成対象経費の例〉 機器・設備の導入：POSレジシステム導入による在庫管理の効率化

経営コンサルティング：顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し

その他：顧客管理情報のシステム化

業務改善助成金

申請先 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

問合先 業務改善助成金コールセンター：0120-366-440（受付時間 平日 9:00～17:00）

詳しくはこちら

6万5,000円５％以上６％未満４万円３％以上４％未満

７万円６％以上５万円４％以上５％未満

デジタル化・AI導入補助金

業務の効率化やDXの推進、セキュリティ対策のためのAIを含むITツールの導入を支援します。

補助上限：最大450万円 補助率：１／２～４／５

問合先
サービス等生産性向上IT導入支援事業コールセンター：
0570-666-376

詳しくはこちら

生産性向上に資する革新的な新製品・新サービス開発を行う中小企業等の設備投資等を支援し

ます。

補助上限：最大4,000万円

補助率：１／２～２／３

ものづくり補助金

問合先 ものづくり補助金事務局サポートセンター：050-3821-7013

詳しくはこちら

人手不足に悩む中小企業等に対して、事業内容に合わせて多様な設備やシステムが導入

により、省力化投資を後押しします。

補助上限：最大1億円 ※従業員数による

補助率：１／２～２／３

中小企業省力化投資補助金（一般型）

問合先 中小企業省力化投資補助事業 コールセンター : 0570-099-660

詳しくはこちら



人材確保のために雇用管理制度の導入や雇用環境の整備により、離職率低下を実現した

事業主に対して助成します。

人材確保等支援助成金

（※１）括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。

（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は100万円（80万円）。⑥を導入した場合の上限額は225万円（150万円）。

詳しくはこちら

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合

等に訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門

家のコンサルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上

げた場合に助成します。 ※令和８年度の交付申請は11月30日（月）まで！

働き方改革推進支援助成金

詳しくはこちら助成上限額

コース区分 加算部分
基本部分

割増賃金率賃上げ

２５～１００万円
6～360万円
（※2）

25～550万円業種別課題対応コース（※1）

25～２００万円労働時間短縮・年休促進支援コース

50～１５０万円勤務間インターバル導入コース

（※1）建設業の場合

（※2）５％及び７％以上の引き上げに対する加算額については、労働者数１０人以上30人以下の場合は倍額を加算し、労働者数

１０人未満の場合は2.5倍の金額を加算する。

（※3）別途団体向けのコースあり（取引環境改善コース、団体推進コース）

人材開発支援助成金

詳しくはこちら賃上げした場合の助成率・額区分（※）

労働者1人１時間あたり
500円・1000円

①賃金助成額

訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、

24万円・36万円
②経費助成率

1人１コースあたり
12万円～25万円

③ＯＪＴ実施助成額

(※)訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば

②のみとなる場合もあります。）。

助 成 額 ・ 助 成 率 （ ※ 1 ・ 2 ）区 分

50万円（40万円）
①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

25万円（20万円）
④職場活性化制度

⑤健康づくり制度

導入経費の62.5又は75％（50％）⑥作業負担を軽減する機器等

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

賃上げを後押しするその他施策



地域の雇用や産業を支える小規模事業者等の生産性向上と持続的発展を図

ることを目的とし、持続的な経営に向けた経営計画に基づく販路開拓等の取

組を支援します。

一般型・通常枠

補助上限：50万円（賃金引き上げ特例：150万上乗せ）

補助率：２／３（賃金引き上げ特例：赤字事業者は３／４）

小規模事業者持続化補助金

賃上げへの貢献、輸出による外需獲得、域内の仕入による地域経済への波及効果

が大きい売上高100億円超を目指す中小企業の大胆な投資を支援します。

補助上限：最大5億円

補助率：１／２

要件：100億宣言を行っていること

投資額1億以上 他

成長加速化補助金

詳しくはこちら

問合先 ＜一般型・通常枠＞
商工会地区補助金事務局HP
商工会議所地区補助金事務局HP
電話番号：０３－６６３４－９３０７

詳しくはこちら

商工会地区 商工会議所地区

省エネ設備や電化・脱炭素目的の燃料転換を伴う設備等の更新を支援します。

問合先 ・一般社団法人環境共創イニシアチブ

・（Ⅰ）工場・事業場型
（先進枠） 03-5565-3840
（一般枠/中小企業投資促進枠/ＳＣ枠）
03-5565-4463

・（Ⅱ）電化・脱炭素燃転型
03-5565-3840

・（Ⅲ）GX設備単位型/設備単位型
ナビダイヤル 0570-01-5116
IP電話 042-303-0855

・（Ⅳ）エネルギー需要最適化型
03-5565-4773

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金

工場・事業場型 設備単位型

詳しくはこちら



事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引き上げに取り組む中小企業・小

規模事業者にが必要とする設備資金や運転資金を特別利率で支援します。
（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。

企業活力強化貸付（働き方改革推進支援資金）

公庫の融資を受ける際、従業員の賃上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対
して、融資後2年間、利率を0.5％控除します。
（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。

問合先

日本政策金融公庫 沖縄振興開発金融公庫
電話番号：０１２０－１５４－５０５ 電話番号：0120-981-827

賃上げ貸付利率特例制度

問合先

生産性向上や賃上げに取り組む事業者が、市町村から認定を受けた「先端設備等
導入計画」に基づき取得した設備に対して、償却資産に係る固定資産税の特例措
置を受けることができます。
（※）雇用者給与等支給額を1.5%以上増加させる場合は課税標準が3年間1/2に、3.0%以上増加させ
る場合は5年間1/4に軽減されます。

固定資産税の特例措置

問合先

＜先端設備等導入計画の作成等＞
・先端設備等の導入先の市区町村
＜税制＞
・中小企業税制サポートセンター
03-6281-9821

日本政策金融公庫 沖縄振興開発金融公庫
電話番号：０１２０－１５４－５０５ 電話番号： 0120-981-827

中小企業新事業進出促進補助金

既存の事業とは異なる、新市場・高付加価値事業への進出にかかる設備投資等を

支援します。

補助上限：最大９,０００万円 ※従業員数による

補助率：１／２～２／３

詳しくはこちら

問合先 新事業進出補助金事務局（コールバック予約システム）：
https://shinjigyou.resv.jp/

詳しくはこちら

詳しくはこちら

詳しくはこちら



中小企業・小規模事業者等が抱える取引上の

トラブルを専門の相談員や弁護士が解決に

向けてサポートします。

働き方改革推進支援センター

問合先 各都道府県の働き方改革推進支援センター

コンサルティング セミナー開催相談支援

労務管理等の専門家が
企業の「働き方改革」や賃金引き上げなどを無料で支援します！

専門家が来所・電話・メールによる相談を承ります。

専門家が企業への訪問、またはオンラインによるコンサルティングを実施します。

企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関する、働き方改革セミナーを開催

しています。

詳しくはこちら

働き方改革や経営改善に向けた相談先

フリーダイヤル ： ０１２0-４１８-６１８
※お近くの「取引かけこみ寺」につながります。

よろず支援拠点

問合先

取引かけこみ寺

各都道府県のよろず支援拠点

売上拡大や、資金繰り・事業再生等に関する経

営改善等の経営相談に対応します。

地域の支援機関とのネットワークを活用して、経

営課題に応じて的確な支援機関等を紹介します。

詳しくはこちら

相談無料

秘密厳守

匿名相談可能

全都道府県に設置

電話での御相談、
オンラインでの御相談、

対面での御相談が可能です！

中小企業・小規模事業者等が抱える経営
課題に無料で相談対応します！

問合先
詳しくはこちら

賃金引き上げ特設ページ（厚労省）

「中小受託取引適正化法（改正下請法）」や価格交渉に関する講習会の案内、
受託取引や価格交渉・価格転嫁に関する相談窓口の紹介、取引環境改善
に向けた各種施策の紹介など、取引先との理想的な関係構築をサポートする
ためのコンテンツを提供しています。

詳しくはこちら

適正取引支援サイト

賃上げ・最低賃金対応支援特設サイト（中企庁）

貸上げや最低賃金の対応をサポート！
収益向上のヒント、補助金・助成金・税制・
相談窓口などをまとめてチェック

賃上げ原資の確保に役立つ支

援策を一覧で参照できます。

中小企業庁の運営する補助金

サイト「ミラサポplus」内に設

置しています。

詳しくはこちら

伴走支援の強化

今回の最低賃金引き上げに伴い各支援機関での伴走支援の強化を行っております。最低賃金、賃
上げ等に関するご相談はお近くの支援機関（商工会・商工会議所、よろず支援拠点、認定経営革新
等支援機関、中小企業活性化協議会、事業承継・引継ぎセンター等）までお越しください。
※各支援機関の連絡先は賃上げ・最低賃金対応支援特設サイトからご確認ください。

最低賃金の情報や賃上げ事例を発信！
賃金引き上げに向けた取組事例や各都
道府県の賃金引き上げ支援策を掲載

最低賃金額や発効日等の情報、

賃金引き上げの取組事例等を

掲載しています。

厚生労働省の運営する「最低賃

金特設サイト」内に設置してい

ます。

詳しくはこちら



• 賃上げと設備投資等を含む生産性向上に資す

る計画の作成が必要

• 中小企業が利用可能

• 助成額は、賃金の引き上げ額、引き上げ労働者

数等によって決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

賃上げ＋設備投資活用のポイント

の支援策

厚生労働省は事業主の皆さまの賃上げを支援しています

賃金引き上げ
事業主の皆さまへ

助成上限額賃上げコース区分

30～130万円50円コース

40～300万円70円コース

90～600万円90円コース

• 賃金規定等の増額改定に関するキャリアアッ

プ計画の作成が必要

• 中小企業、大企業どちらも利用可能

• 原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃

金規定等を改定する必要あり

• 改定にあたり職務評価を活用した場合、昇給

制度を新たに規定した場合は助成額を加算

非正規雇用労働者の賃上げ活用のポイント

キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用させた場合に助成します。

パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げが対象です。

中小企業が賃金規定等を５％増額改定し、10人の有期雇用労働者の賃金引き上げを実施した

場合、65万円が支給されます。
活用例

助成額
（１人当たり）

非正規雇用労働者の
賃上げ率の区分

４万円(2.6万円)３％以上4％未満の場合

5万円(3.3万円)4％以上5％未満の場合

6.5万円(4.3万円)5％以上6％未満の場合

7万円(4.6万円)6％以上の場合

• 労働時間削減等の取組計画の作成が必要

• 中小企業や中小企業が属する団体が利用可能

• 助成額は、成果目標の達成、賃金の引き上げ額、

賃金を引き上げた労働者数等により決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

労働時間削減等の取組

（賃上げ・割増賃金率）＋設備投資等
活用のポイント

助成上限額

コース区分 加 算
基本部分

割増賃金率賃上げ

２５～100
万円

６～３６０
万円（※２）

25～550 万円
業種別課題
対応コース （※１）

25～200 万円
労働時間短縮・
年休促進支援コース

50～1５０万円
勤務間インターバル
導入コース

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコン

サルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

建設業の事業場が設備投資等を実施して、36協定で設定する時間外・休日労働時間数の上限を

引き下げた場合等に、設備投資等にかかった費用に対し最大25～550万円が助成されます。
活用例

（※１）建設業の場合
(※２)常時使用する労働者数が１０人以上30人以下の場合は、５％以上の賃上げに係る加算額は２倍になります。

また、常時使用する労働者数が１０人未満の場合は、５％以上の賃上げに係る加算額は2.5倍になります。
（※３）別途団体向けのコースあり。

(※)括弧内の金額は、大企業の場合の助成額。１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人。

業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業等に、その費用の一部を助成します。

中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象（※）です。
※申請前の賃金引き上げ、交付決定 前の設 備投資 は対象 となりませ ん。

事業場内最低賃金労働者3人の時給を70円引き上げた場合、設備投資にかかった費用に対し

最大10０万円が助成されます。
活用例



助成額・助成率（※１・２）区分

50万円 （40万円）
①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

25万円 （20万円）
④職場活性化制度
⑤健康づくり制度

導入経費の62.5％又は７５％
（50％）

⑥作業負担を
軽減する機器等

人材確保等支援助成金 （雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

人材確保のために雇用管理制度（賃金規定制度、諸手当等制度、人事評価制度、職場活性化制度、健

康づくり制度）の導入や雇用環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等の導入）により、離職

率低下を実現した事業主に対して助成します。

複数の雇用管理制度や作業負担を軽減する機器等を導入し、賃上げを行った場合、最大3２5

万円が支給されます。
活用例

（ Ｒ ８ ． ４ ）

支援策の詳細はHPをチェック

厚生労働省HP

「賃上げ」支援助成金パッケージ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/package_00007.html

• 雇用管理制度又は従業員の作業負担を軽減する

機器の導入計画の作成、実施後の離職率の低下

が必要

• 原則、中小企業、大企業どちらも利用可能(※)

• 助成額は、雇用管理制度・導入機器に応じて決定

• 対象労働者の賃上げで、助成額を加算

雇用管理改善の取り組み
（賃上げ加算）

活用のポイント

(※) 賃金規定制度は中小企業のみ利用可能

(※１)括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。

（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は100万円（80万円）。⑥を導入した場合の上限額は225万円（150万円）。

• 職業訓練実施計画を作成し、訓練開始前に労働
局への提出が必要。計画に沿って訓練を実施し
た後、申請

• 10時間以上のOFF-JTによる訓練等が対象
• 中小企業、大企業どちらも利用可能
• 助成額は、訓練内容、企業規模により決定

職業訓練＋経費助成等
（訓練終了後の賃上げ等加算）

活用のポイント賃上げした場合の助成率・額区分（※）

労働者1人１時間あたり

５００円・1000円
①賃金助成額

訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、

2４万円・36万円
②経費助成率

1人１コースあたり

12万円～２５万円
③ＯＪＴ実施助成額

人材開発支援助成金

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合等に訓練

経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

活用例

（※３） 訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば②のみとなる場合もあります。）。

中小企業事業主が、正規雇用労働者1人につき、10時間の訓練（※１）（訓練経費10万円）を受講させ、
訓練終了後、訓練受講者の賃上げ（※２）を行った場合、7万円が支給されます。

（※１） 人材育成支援コース（人材育成訓練）の場合
（※２） ５％以上の賃上げ又は資格等手当を就業規則等に規定し、訓練受講者に実際に資格等手当を支払い３％以上賃金を上昇させた場合

より高い処遇への労働移動等への支援

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

• 雇入れ支援コース：事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を早期に無期雇用で雇

入れ、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

• 中途採用拡大コース：中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用率を一定以上拡大させ、

雇い入れた中途採用者について、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

• 在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃金を復帰前と比較し５％以上増加させた

場合に、出向元・出向先双方の事業主に対して助成（上限額8,870円／１人１日あたり（１事業主あ

たり1,000万円））します。



労働条件ポータルサイト「確かめよう労働条件」から

電子申請ができるようになりました!!

都道府県労働局・労働基準監督署

確かめよう労働条件 検索

以下のとおり検索いただき、
ウェブサイトにアクセスして
ご利用ください。

1 内容の異なる協定等の一括届出機能

２ 本社一括届出のＣＳＶファイル自動作成機能

３ 届出先の労働基準監督署の自動選択機能

４ 次回届出時のリマインド・複写機能

「 確 かめよう労働条件 」を使うと

4つの機能で電子申請が便利に！！
◇ 詳細は裏面へ

→作業負担を軽減！

→ファイル作成が不要！

→検索作業が不要！

→次回届出を効率化！

◇36協定届

◇1年単位の変形労働時間制

に関する協定届

◇就業規則（変更）届

対象手続

建設業、自動車運

転者、医師の36

協定にも対応！

簡単！ 便利！



（Ｒ８.２）

内容の異なる協定等の一括届出機能ポイント 1

お問い合わせ先

具体的な使い方は、ウェブサイトに掲載の利用案内をご確認ください

https://www.startup-roudou.mhlw.go.jp/support_1.html

法令・制度に関する
お問い合わせ先

ツールの操作方法に関する
お問い合わせ先

e-Gov電子申請では、協定等の内容が本社と異なる場合、事業場の数だけ別々に届出作業を行う

必要がありますが、このポータルサイトを使えば、協定等の内容が同一の事業場ごとにまとめて届出

作業を行うことができ、また、作成した数種類の内容の異なる届出を一括して届け出ることができ

ます。

本社一括届出のＣＳＶファイル自動作成機能ポイント 2

e-Gov電子申請では、本社一括届出を行う際は「対象事業場一覧作成ツール」を用いて作成したＣ

ＳＶファイルを添付いただく必要がありますが、このポータルサイトを使えば、ポータルサイト上で入

力した内容をもとに自動的にCSVファイルが作成・添付されます。

届出先の労働基準監督署の自動選択機能ポイント 3

e-Gov電子申請では、事業場の所轄労働基準監督署を検索して、届出先を確認する必要がありまし

たが、このポータルサイトを使えば、事業場の所在地情報を入力するだけで、所轄労働基準監督署が

自動選択されますので、届出先誤りを防止することができます。

次回届出時のリマインド・複写機能ポイント 4

36協定届と1年変形届については、協定の有効期間が満了する30日前に、登録されたメールアド

レスあてにリマインドメールを送信します。

また、e-Gov電子申請では、次回届出時には一から届出作業を行う必要がありますが、このポータ

ルサイトを使えば、前回届出時の内容を複写して初期表示し、変更点のみ修正して届け出ることが

できます。

Q. 届出等の記載内容や法令・制度について
教えて欲しい

Q. 本社一括届出について教えて欲しい

Q. アカウントの作成方法がわからない

Q. ツールを操作していたらエラーが表示された

最寄りの労働基準監督署以下リンク先の
お問い合わせ窓口

https://www.mhlw.go.jp/stf/

seisakunitsuite/bunya/koyou

_roudou/roudoukijun/locatio

n.html

https://www.startup-

roudou.mhlw.go.jp/suppo

rt.html

https://www.startup-roudou.mhlw.go.jp/support_1.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/location.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/location.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/location.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/location.html
https://www.startup-roudou.mhlw.go.jp/support.html
https://www.startup-roudou.mhlw.go.jp/support.html
https://www.startup-roudou.mhlw.go.jp/support.html




事業者の皆さまへ エイジフレンドリーガイドラインに替わる新たな指針です

高 年 齢 者 の 労 働 災 害 防 止 の た め の 指 針
（ エ イ ジ フ レ ン ド リ ー 指 針 ） を 策 定 し ま し た
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３か月以上

社会の高齢化に伴い、高年齢者の労働災害発生率は、今後さらに増加することが予想され、

高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、適切な作業の管理等の取り組みが重要です。

年齢層別労働災害による休業見込み期間(R6)年齢層別労働災害発生率(休業4日以上死傷度数率)(R６)

労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第33号）により、高

年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理などの必要な措置を講ずることが事業

者の努力義務となったことを受け、令和８年２月に、「高年齢者の労働災害防止のための指針」

（エイジフレンドリー指針）を策定しました。

このリーフレットは、エイジフレンドリー指針の主なポイントや高年齢者の労働災害防止対策をま

とめたものです。皆さまの事業場での、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管理

等に、ぜひご活用ください。

概要

高年齢者をめぐる労働災害の現状

高年齢者は他の世代と比べて、労働災害の発生率が高く、災害が起きた際の休業期間が長い傾向

があります。

指針の主なポイントは次頁をご覧ください⇒

都道府県労働局・労働基準監督署



経営トップによる方針表明及び体制整備

・ 経営トップが高年齢者の労働災害防止対策に取り組む方針を示し、対策の実施体制を明確化し

ます。

・ 高年齢者の労働災害防止について、安全衛生委員会等において調査審議するなど労使で話し

合いましょう。

設備・装置の導入を検討した後に、高年齢者の特性を考慮した作業管理（複数作業の同時進行

を避ける、暑さに対する自覚症状が低下しやすい傾向がある高年齢者に水分補給を勧奨するこ

となど）についても検討しましょう。

高年齢者の労働災害防止のためのリスクアセスメントの実施

高年齢者の身体機能等の低下等による労働災害の発生リスクについて、災害事例等からリス

クを洗い出して対策の優先順位を検討し、その結果も踏まえ以下の２～５を参考に優先順位

の高いものから取組事項を決めましょう。

事業者が講ずべき措置

経営トップ
方針表明

労働者の意見を聴く機会や
労使で話し合う機会 担当者・組織の指定

危険源の特定等のリスクアセスメント及び対策の検討

事業場における安全衛生管理の基本的体制

１. 安全衛生管理体制の確立等

２. 職場環境の改善

１で実施したリスクアセスメントの結果に基づき、身体機能の低下を補う設備・装置の導入

(最優先)と高年齢者の特性を考慮した作業管理を検討します。

階段に手すりを設置する又は
段差をなくしスロープにする

墜落の危険性がある階段

リフトやスライディングボード
等の導入

足腰に負担のある移乗作業

体温を下げるための機能の
ある服などの導入

暑熱環境での作業

身体機能の低下を補う設備・装置の導入事例

リスクアセスメントにおける危険源の洗い出しについては、職場のあんぜんサイト

（労働災害事例）に掲載されている、災害事例やヒヤリハット事例を参考にすること

ができます。



業務内容の決定の際は、健康や体力の状況に応じて、安全と健康の観点を踏まえた適合す

る業務とのマッチングに努め、継続した業務の提供に配慮しましょう。

３. 高年齢者の健康や体力の状況の把握

５. 安全衛生教育

身体機能の低下は2０～30代から始まる場合があるため、体力チェックは青年、壮年期から開始

することが望ましいです。また、体力チェックが高負荷になりすぎないよう十分配慮します。例え

ば以下のようなツールを活用することができます。

・ 管理監督者へは、高年齢者の作業に無理がないかを把握する重要性を教育します。

（高年齢者が実際に働いている現場を見て、声がけ等をする）

・ 教育の計画を立案する際に、複数の災害を対象として共通する事項とそれぞれの災害を

対象とした事項の両方を行うことが望ましいです。

健康状況・体力の状況の把握

・ 法令で定める健康診断を確実に実施しましょう。

・ 体力の状況を客観的に把握し必要な対策を行うため、主に高年齢者を対象とした体力チェックを

継続的に実施しましょう。 ※これらの情報については、適正な取り扱いが必要です。

４. 高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応

個々の高年齢者の健康や体力の状況を踏まえた措置

健康や体力の状況を踏まえて、必要に応じ就業上の措置を講じましょう。

高年齢者の状況に応じた業務の提供

高年齢者の治療と就業の両立については「治療と就業の両立支援指針」に基づく取組に努めま

しょう。

心身両面にわたる健康保持増進措置

集団及び個々の高年齢者を対象として、身体機能等の維持向上のための取組を実施することが

望ましいです。

高年齢者に対する教育

・ 法令に基づく教育等を確実に行いましょう。

・ 作業内容とそのリスクについての理解を得やすくするには、十分な時間が必要です。高年齢者が

経験のない業種や業務に従事する場合には、特に丁寧な教育訓練を行いましょう。

管理監督者等に対する教育

高年齢者特有の特性と高年齢者の安全衛生対策について教育を行いましょう。

転倒等リスク評価
セルフチェック表

厚生労働省

全身持久力の

評価方法

労働安全衛生総合研究所

新体力テスト

スポーツ庁



中小企業安全衛生

サポート事業

この補助金は、（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会が補助事業の実施事業者（補助事

業者）となり、中小企業事業者からの申請を受けて審査等を行い、補助金の交付決定と支払

を実施します。

エイジフレンドリー補助金について

対象となる事業者

次のいずれも満たす中小企業事業者であること

・ １年以上事業を実施していること

・ 役員を除き、自社の労災保険適用の高年齢労働者(60歳以上)が常時１名以上就労していること

事業者は、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管理その他の必要な措置を講ずる

ように努め、個々の労働者は、自らの身体機能等の低下が労働災害リスクにつながり得ることを

理解し、労使の協力の下で取組を進めることが必要です。

個別事業場に対するコンサルティング等の活用として

は、中央労働災害防止協会の中 小 企 業 安 全 衛 生 サ

ポート事業を、補助金については厚生労働省で実施す

るエイジフレンドリー補助金を、社会的評価を高める

仕組みについてはSAFEアワード等を活用することが

できます。

補助金の目的

・ 高年齢労働者の労働災害防止のための設備改善や専門家による指導な

どの費用を補助します。

・ 高年齢労働者の雇用状況や対策・取組の計画を審査の上、効果が期待

できるものについて、補助金を支給します。

資本金又は
出資の総額 ※１

常時使用する
労働者数 ※１業 種

５,０００万円以下５０人以下小売業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業小売業

５,０００万円以下１００人以下
医療・福祉（※２）、宿泊業、娯楽業、教育・学習支援業、
情報サービス業、物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業など

サービス業

１億円以下１００人以下卸売業卸売業

３億円以下３００人以下製造業、建設業、運輸業、農業、林業、漁業、金融業、保険業などその他の業種

※１ 常時使用する労働者数、または資本金等のいずれか一方の条件を満たせば中小企業事業者となります。
※２ 医療・福祉法人等で資本金・出資がない場合には、労働者数のみで判断することとなります。

【参考】エイジフレンドリー補助金の申請対象となる中小企業事業者の範囲

労働者と協力して取り組む事項

国、関係団体等による支援

エイジフレンドリー

補助金

SAFEアワード

都道府県労働局・労働基準監督署

R8.６
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